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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、創業以来受け継いできた企業としての基本的な価値観及び行動理念をもとに、「王子グループ企業行動憲章」を制定し、グ
ループ全体で企業市民としての自覚と高い倫理観をもって企業活動を推進しております。今後も、多様なステークホルダーとの信頼関係を構築し
ながら、経営の効率性、健全性及び透明性を確保し、企業価値の向上と社会から信頼される会社を実現するため、コーポレートガバナンスの充実
を経営上の最重要課題の一つと位置付け、継続的に強化に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を定め、当社サイトにて開示しております。

コーポレートガバナンスに関する基本方針 https://www.ojiholdings.co.jp/group/policy/governance.html

【原則１－４】（いわゆる政策保有株式）

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第18条をご参照ください。

【原則１－７】（関連当事者間の取引）

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第19条をご参照ください。

【原則３－１】（情報開示の充実）

(i) 経営理念や経営戦略、経営計画 当社ウェブサイト及び経営説明会資料にて開示しておりますので、ご参照ください。

経営理念 ：https://www.ojiholdings.co.jp/group/policy/philosophy.html

経営戦略、経営計画：https://www.ojiholdings.co.jp/ir/library/material.html

(ii) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

基本的な考え方は当報告書 I１．基本的な考え方をご参照ください。

基本方針は「コーポレートガバナンスに関する基本方針」をご参照ください。

https://www.ojiholdings.co.jp/group/policy/governance.html

(iii) 経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第13条をご参照ください。

(iv) 経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第５条、第10条をご参照ください。

(v) 取締役・監査役の個々の選任・指名についての説明

取締役・監査役候補者の選任理由は株主総会参考書類に記載し、当社サイトにて開示しておりますのでご参照ください。

https://www.ojiholdings.co.jp/ir/stock/meeting.html

また、社外取締役及び社外監査役の選任理由は当報告書 II１．機関構成・組織運営等に係る事項にも記載しておりますので、ご参照ください。

【補充原則４－１－１】（経営陣に対する委任の範囲の概要）

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第３条をご参照ください。

【原則４－９】（独立社外取締役の独立性判断基準）

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第12条をご参照ください。個々の独立社外取締役の判断は当報告書 II１．機関構成・組織運営等 に

係る事項をご参照ください。

【補充原則４－１１－１】（取締役会の全体としてのバランス、多様性及び規模に関する考え方）

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第４条をご参照ください。

【補充原則４－１１－２】（取締役・監査役の他の上場会社の役員との兼任状況）

株主総会参考書類に記載し、当社ウェブサイトにて開示しており ますのでご参照ください。

https://www.ojiholdings.co.jp/ir/stock/meeting.html

【補充原則４－１１－３】（取締役会の実効性についての分析・評価）

当社取締役会は、取締役会の実効性の分析・評価を毎年実施し、取締役会全体の実効性確保のために必要な措置を講ずるとともに、その結果



の概要を開示することを「コーポレートガバナンスに関する基本方針」で定めております。

2017年度の取締役会の実効性を評価するため、2018年４月から５月にかけて、取締役・監査役全員を対象とし、取締役会の役割・構成・運営に関
するアンケートを実施しました。評価結果については、社外取締役が参加する報酬委員会で分析を実施後、その分析結果にもとづき、取締役会に
おいて審議を実施しました。

その結果、社外役員への説明会等によって取締役会の審議に必要な情報提供が引き続き適切になされていることや、社外役員からは経営から
独立した立場で的確な意見が出されていること、重要な業務の執行がグループ全体の戦略的な方向付けに一致しているかの検証が着実に行わ
れていること等を確認しました。一方で、取締役会の実効性確保のための議論の充実・活性化については、なお改善の余地があること等の課題も
確認し、対応策の実施を決定しました。

今回の評価を踏まえ、今後も必要な施策を適時検討・実施し、継続的に取締役会の機能向上に取り組んでまいります。

【補充原則４－１４－２】（取締役・監査役に対するトレーニングの方針）

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第14条をご参照ください。

【原則５－１】（株主との対話の方針）

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」第17条をご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 73,035,000 7.36

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 52,873,416 5.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 36,206,000 3.65

株式会社三井住友銀行 31,668,430 3.19

日本生命保険相互会社 25,658,305 2.58

株式会社みずほ銀行 21,636,990 2.18

王子グループ従業員持株会 20,380,440 2.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 19,781,000 1.99

STATE STREET BANK WEST CLIENT－TREATY 505234（常任代理人株式会社みずほ銀行） 18,255,148 1.84

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 16,849,000 1.69

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　

当社は、2018年3月31日時点で自己株式を23,373千株保有しておりますが、大株主の状況からは除外しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 パルプ・紙

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 100社以上300社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情



―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 15 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

奈良　道博 弁護士

寺坂　信昭 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

奈良　道博 ○ ―――

弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を当

社の経営に反映していただくため、社外取締役
に選任しております。

当社及び当社の重要な子会社との間に特別な
利害関係はなく、また、取引所が独立性を欠く
おそれがあるとして規定する独立役員の独立
性基準のいずれにも抵触しないことから、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員に指定しております。



寺坂　信昭 ○ ―――

行政官としての豊富な経験と幅広い見識を当
社の経営に反映していただくため、社外取締役
に選任しております。

当社及び当社の重要な子会社との間に特別な
利害関係はなく、また、取引所が独立性を欠く
おそれがあるとして規定する独立役員の独立
性基準のいずれにも抵触しないことから、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員に指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

補足説明

　指名委員会は取締役候補者、監査役候補者及びグループ経営委員の選任に関する事項を審議し、取締役会に答申します。報酬委員会は取締
役及びグループ経営委員の報酬に関する事項を審議し、取締役会に答申します。指名委員会及び報酬委員会は、会長及び社長並びに社外取締
役全員によって構成し、委員長は社長が務めます。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は会計監査人と定期的に会合を持ち、監査計画、監査実施状況及び計算書類監査結果等について説明を受け、意見交換を行っており
ます。

　監査役、内部監査部は月１回程度会合を持ち、監査計画及び監査結果について情報を交換するなど連携を図っております。

　これらの監査についてはグループ経営会議等を通じて内部統制部門の責任者に対し適宜報告がなされております。社外取締役及び社外監査
役に対しては、ホールディングス経営会議・グループ経営会議の内容を原則月２回報告しており、その機会を通じて適宜報告及び意見交換を行い

連携をとっております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

桂　誠 その他

北田　幹直 弁護士

辺見　紀男 弁護士



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

桂　誠 ○ ―――

外交官としての豊富な経験と幅広い見識を当
社の監査に反映していただくため、社外監査役
に選任しております。

当社及び当社の重要な子会社との間に特別な
利害関係はなく、また、取引所が独立性を欠く
おそれがあるとして規定する独立役員の独立
性基準のいずれにも抵触しないことから、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員に指定しております。

北田　幹直 ○ ―――

検察官、弁護士としての豊富な経験と幅広い見
識を当社の監査に反映していただくため、社外
監査役に選任しております。

当社及び当社の重要な子会社との間に特別な
利害関係はなく、また、取引所が独立性を欠く
おそれがあるとして規定する独立役員の独立
性基準のいずれにも抵触しないことから、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員に指定しております。

辺見　紀男 ○ ―――

弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を当
社の監査に反映していただくため、社外監査役
に選任しております。

当社及び当社の重要な子会社との間に特別な
利害関係はなく、また、取引所が独立性を欠く
おそれがあるとして規定する独立役員の独立
性基準のいずれにも抵触しないことから、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断
し、独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

－

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社は取締役に対し、2006年より株式報酬型ストックオプションを導入しておりましたが、中長期的な業績の向上と、企業価値の増大への貢献
意識をより高めることを目的に、2016年６月29日開催の第92回定時株主総会において、業績連動型株式報酬制度の導入を決議しております。

　これに伴い、今後はストックオプションの新規付与は行いません。



ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

　上記のとおり、今後はストックオプションの新規付与は行いません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、個別開示はしておりません。

　2017年度における取締役15名に対する報酬等は、676百万円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬は、基本報酬及び短期的な業績に応じた報酬並びに中長期的な企業価値向上を反映する株式報酬によって構成されております。
このうち基本報酬及び短期的な業績に応じた報酬は年額７億円以内、また株式報酬については570,000ポイント（通常１ポイント=当社株式１株）以
内とされております（2016年６月29日開催の第92回定時株主総会決議）。ただし、社外取締役の報酬は基本報酬のみによって構成しております。

　なお、決定にあたっては会長及び社長並びに社外取締役全員によって構成される報酬委員会の審議及び答申を経ております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外役員による監督機能の強化を図るため、ホールディングス経営会議・グループ経営会議の内容を社外役員に、原則月２回報告しておりま

す。

　社外監査役を含む全監査役の職務を補助する体制として監査役室を設置し、専任を含むスタッフを数名置き、社外監査役に対する重要な情報

を報告しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

　当社は、社長が業務上の必要性を特に認めた場合に限り、内規にて定められた社内手続きを経て、取締役を退任した者に対して顧問を委嘱し
ます。

　顧問は、社長から要請を受けた業務に従事します。

　なお、現在、代表取締役社長等の経験者で顧問に就任している者はおりません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社グループの経営に係る重要事項については、ホールディングス経営会議・グループ経営会議の審議を経て、取締役会において執行決定を

行っております。取締役会等での決定に基づく業務執行は、グループ経営委員や各カンパニープレジデントらが迅速に遂行しており、併せて組織
規程・グループ経営規程・職務権限規程においてそれぞれの組織権限や責任の明確化を定め、内部牽制機能の確立を図っております。さらに、
グループCEO決定規程・カンパニープレジデント承認規程等稟議に関する規程を定め、これらに基づく業務手続きの適正な運用を実施しておりま
す。

　取締役会は、原則月１回開催され、取締役15名のうち２名が社外取締役となっております。

　監査役会は、原則月１回開催され、監査役５名のうち３名が社外監査役となっております。

　役員候補者の指名及び役員報酬に関する方針と手続はコーポレートガバナンスに関する基本方針をご参照ください。

　https://www.ojiholdings.co.jp/group/policy/governance.html



　当社は、定款の規定に基づき、社外取締役及び監査役全員との間で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を

限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、1999年に意思決定の迅速化、業務執行体制の強化及び執行責任の明確化を図るため、執行役員（2012年10月１日付持株会社制

への移行に伴い、「執行役員」を「グループ経営委員」へ名称変更）制度を導入しました。2007年６月には、より透明で効率性の高い企業経営を

図り、経営の監視強化のため、社外取締役を導入しました。また、社外監査役を含む監査役制度を採用し、監査役は５名（うち３名は社外監査役）

を選任しており、常勤監査役は２名で、うち１名は財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。監査役は監査役会にて定めた監査計
画に基づき、取締役会はもとより、その他の重要な会議に出席し、取締役の職務執行について監査を行っております。

　当該体制により、実効性のある経営の監視強化が図られているものと判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知は、３週間前の発送を原則としております。また、発送前に当社ホーム
ページにも掲載しております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権の行使が可能です（携帯電話を除く）。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームへ参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ホームページに株主総会招集通知の英訳版を掲載しております。

その他
株主総会での事業報告について、ナレーション及びモニター使用等によるビジュアル化に
より、解り易い説明に努めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算情報及び中期経営計画等の開示に合わせて、適宜、説明会を開催してお
ります。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算情報及びそれに係る説明資料、決算情報以外の適時開示資料、有価証

券報告書及び四半期報告書、経営説明会（中期経営計画）資料等をホームペ

ージに掲載しております。なお、当該ホームページのURLは次のとおりです。

https://www.ojiholdings.co.jp/

IRに関する部署（担当者）の設置
当社のIR活動は、その内容に応じて、当該関係業務を所管する部門等で分担

して対応する体制としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「王子グループ企業行動憲章」の定めに従い、企業市民の一員としての自覚と社会の信頼
に応える高い倫理観をもって企業活動を推進していくことで、多様なステークホルダーの立
場を尊重し、信頼関係を築いてまいります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、環境問題を経営の重要課題の一つと位置づけ、「王子グループ環境憲
章」を定めております。また、その理念を事業活動に生かすため「環境憲章　行動指針」を、
さらに目標達成年度を2020年度とした「2020年度 環境行動目標」を定めております。「2020

年度 環境行動目標」は、従来より取り組んできた「森・紙のリサイクル」、「責任ある原材料

調達」、「持続可能な森林経営」に、あらゆるプロセスにおいて環境負荷ゼロを目指す「ゼ
ロ・エミッション」を加えた４項目から構成されております。当社は、国連グローバル・コンパ
クトに参加して「人権・労働・環境・腐敗防止」に関する10原則を支持し、日々の事業活動に
おける実践に努めております。なお、当社グループの環境保全活動・CSR活動等への取り
組み状況は、「王子グループレポート」をホームページに掲載して社外に報告しておりま
す。



その他

当社グループは「企業の力の源泉は人材」という大原則の下、「働き方改革」「ダイバーシ
ティ推進」を進めることにより、多様な価値観・発想が活かせる環境を整え、その人自身が
能力を存分に発揮し、クリエイティブな成果を出し、「イノベーションの実現」を目指していま
す。

【働き方改革の推進】

1．総労働時間削減と業務の効率化

仕事のやり方を変え、仕事の質を向上させることで、生産性向上を進めています。

2．働き方改革を推進する人事制度改訂への取り組み

経営戦略に沿った課題を確実に遂行するため、働き方改革の実効性を高める人事制度を

王子グループへ定着するように取り組んでいます。

3．65歳定年制の導入

平均寿命の伸長により元気な高齢者が増加していくこと、少子高齢化により生産年齢人口

が減少していくことを踏まえ、王子グループでは、会社生活で培った知識、技術、技能を存
分に発揮し、意欲を持って働けるよう、2017年度よりグループ7社で65歳定年制を導入しま
した。現在グループ10社が導入しており、今後もグループ内での導入を進めていきます。

【ダイバーシティの推進】

1．多様な人材の能力発揮・キャリア形成

女性活躍推進を優先課題として取り組んでおり、総合職女性のキャリア形成や各職場での
実践的な育成支援等を行っています (王子グループ2020年目標：女性管理職比率6％) 。

また、障害者の活躍支援では、法定雇用率の引き上げに対応し、グループ全体で雇用を
促進するために「障害者雇用3カ年計画」を策定予定です。

2．従業員のワークライフマネジメント向上

育児中や介護中の従業員が、仕事と両立をしながら活躍できる様々な制度を導入してお
り、男女共にワークライフマネジメントの向上を目指しています。また、育児との両立支援、
女性の活躍推進、そして企業の社会的責任から待機児童対策に寄与することを目的に、
2018年4月、東京都江戸川区のグループ社宅隣接地に企業主導型保育施設「ネピア ソダ

テラス」を開設しました。

3．管理職の意識・マネジメント（行動）変革

ダイバーシティを推進する風土醸成には、管理職の意識・マネジメント変革が特に重要と考
え、経営トップの意思やダイバーシティ推進に関する正しい理解、およびグループ方針の浸
透を目的とした研修等を実施しています。また、推進活動浸透の評価指標として、意識調
査を実施しています。

※王子HDホームページ「人材に関する取り組み」

https://www.ojiholdings.co.jp/sustainability/diversity/



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　会社法第362条第４項第６号、同法施行規則第100条第１項及び第３項に基づき「株式会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する
事項（いわゆる内部統制システム構築の基本方針）」を以下のとおり定めております。

１ 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

１. 王子グループ企業行動憲章および王子グループ行動規範を制定し、当社および当社子会社の取締役および使用人が企業市民の一員として

の自覚と社会の信頼に応える高い倫理観をもって企業活動を推進することを改めて確認し、継続を約束します。

２．法令遵守の徹底を図るための部門を設け、法令遵守教育や内部通報制度を含むグループ横断的なコンプライアンス体制の整備を行い、問題
点の把握、改善に努めます。

３．反社会的勢力との関係を一切遮断することを目的として社内窓口部署を設置して社内体制を整備しており、反社会的勢力には毅然と対応しま
す。

４．内部監査部門は、コンプライアンスの状況を監査し、その結果をグループ規程に定める会議体に報告します。

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

１．法令および文書の取扱いに関する当社の規程に基づいて文書（電磁的方法によるものを含む）の保存、管理を行う。文書は、取締役または監
査役の要請があった場合は常時閲覧できるものとします。

３ 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１．グループ規程に定める会議体において、グループ全体のリスク管理および内部統制システムに関する重要事項の審議および報告、内部統制
システム構築の基本方針改訂案の審議を行います。

２．グループリスク管理の基本となる規程を制定することによってリスク管理体制を明確化するとともに、グループ全体のリスクを網羅的、総括的に
管理し、リスクの類型に対応した体制の整備を行います。

３．内部監査部門は、リスク管理の状況を監査し、その結果をグループ規程に定める会議体に報告します。

４ 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１．グループ全体の経営理念、経営基本方針、中期経営計画、年次綜合計画を定めることにより、当社および当社子会社の取締役および使用人
が共有すべき目標、課題を明確化します。

２．当社および当社子会社の各取締役は、これらの理念、基本方針、計画に基づき担当業務に関する具体的な施策を実行し、情報技術を駆使し
たシステム等を活用することにより進捗状況を的確かつ迅速に把握し、当社および当社子会社の取締役会に報告する。効率化を阻害する要因が
見つかればこれを排除、低減するなどの改善を促すことにより、目標、課題の達成度を高める体制を整備します。

３．当社および重要な当社子会社の使用人の権限と責任を明確にし、職務の組織的かつ効率的な運営を図ります。

５ 当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制ならびに当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項

の当社への報告に関する体制

１．グループ規程において、当社および当社子会社の役割ならびにグループガバナンス体制を明確に定めます。

２．グループ規程においてグループ内承認・報告手続きを統一的に定め、グループ内での牽制を図ります。

６ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に

関する事項ならびに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１．監査役の職務を補助する部門を設置し、会社の業務を十分検証できる専任の使用人数名を置きます。

２．監査役の職務を補助する部門は監査役会に直属するものとし、所属する使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分については監査役の同意を
得るものとします。

３．監査役の職務を補助する部門の使用人は監査役の指揮命令に従います。

７ 当社および当社子会社の取締役、使用人および当社子会社の監査役またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

ならびに報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

１．重要な業務執行に関する事項および著しい損害を及ぼすおそれのある事項は、グループ規程に定める会議体で審議または報告されることが
規程で定められており、当該会議への出席や資料の閲覧等を通じて監査役に重要事項が報告される体制を確保します。

２．当社および当社子会社の取締役、使用人および当社子会社の監査役は、監査役会に対して、法定の事項に加え、監査役が必要と認めて特に
報告を求めた事項等については随時報告します。

３．内部監査、リスク管理、内部通報等のコンプライアンスの状況について、定期的に監査役に対して報告します。

４．内部通報制度において、当該報告したこと自体を理由に不利益を被らない体制を確保します。

８ 監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項

１．監査役がその職務の執行に必要な費用の請求をしたときは、速やかに当該費用を処理します。

２．監査計画に基づいて監査役が必要とする費用の支出に対応するため、毎年、予算を設けます。

９ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１．監査役が代表取締役や会計監査人と定期的に意見交換する場を設けます。

　なお、当社は、上記の業務の適正を確保するための体制の整備についての方針及び金融商品取引法に定める内部統制報告制度に対応するた
め、「財務報告に係る内部統制の構築及び評価に関する基本方針」を取締役会において決議しております。

本基本方針のもと、財務報告に係る内部統制を構築し、併せて当該内部統制の有効性につき評価を行い、内部統制報告書を取締役会決議を経
て作成することとしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

上記の「１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」に、記載しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

(1)会社の支配に関する基本方針

　上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、大規模買付行為であっても、当社の企業価値・株主共
同の利益に資する買付提案等に基づくものであれば、当社はこれを一概に否定するものではありません。かかる提案等については、買付けに応
募するかどうかを通じ、最終的には株主の皆様にご判断いただくべきものと考えております。

　他方、当社グループが企業価値・株主共同の利益の向上を図っていくためには、当社グループが展開する様々な事業分野において、グループ
経営戦略の基本方針である「海外事業の拡大」、「国内事業の集中・進化」、「財務基盤の強化」を中長期的に推進していく必要があり、また、民間
企業で国内最大の森林保有者である当社グループにとって、持続可能な森林経営を行い、中長期的に森林の公益的価値の維持・向上を図ること
が、社会的責任の一つであると認識しております。したがって、当社への大規模買付行為に際し、株主の皆様が適切な判断を行うためには、当該
買付者に関する適切な情報等の提供及び代替案の検討機会を含めた検討期間の確保がなされることが必要不可欠であると考えます。

　しかし、当社株式の買付け等の提案においては、会社や株主に対して買付けに係る提案内容や代替案等を検討するための十分な時間や情報
を与えないものも想定されます。また、買付目的や買付け後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうことが明白であるも
の、買付けに応じることを株主に強要するような仕組みを有するもの、当社の社会的信用を含めた企業価値が著しく毀損しまたは当社の株主に著
しい不利益を生じさせる客観的な蓋然性があるもの等、当社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　このような大規模買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切ではないと考えております。

(2)当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の概要

　当社は、上記の「会社の支配に関する基本方針」に照らした結果、不適切であると判断される者により、当社の財務及び事業の方針の決定が支
配されることの防止を目的として、「当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」を導入しております。

　具体的には、議決権割合20％以上の当社株式を取得しようとする大規模買付者に対しては、情報の収集、検討期間の確保及び代替案提示の
機会の確保等のための大規模買付ルールの遵守を求めます。当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、あるい
は、当該大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことがないか、当社株主全体の利益を著しく損なうことがないか、という観点から
評価、検討を行い、取締役会としての意見の開示や、株主の皆様への代替案の提示、場合によっては対抗措置の発動を行うことがあります。その
判断における客観性、公正性及び合理性を担保するため、取締役会から独立した組織として、社外取締役２名及び社外監査役１名の計３名から
構成される特別委員会を設置しています。大規模買付行為に対し対抗措置をとるべきか否か、その判断にあたり株主意思確認総会を開催するか
否かの最終的な判断は取締役会が行いますが、その判断においては特別委員会の勧告を最大限尊重するものとしております。ただし、大規模買
付者が大規模買付ルールを遵守し、かつ、大規模買付行為が一定の類型に該当することのみを理由に対抗措置を発動する場合には、株主意思
確認総会の開催が著しく困難な場合を除き、必ず株主意思確認総会を開催し、　対抗措置を発動すべきか否かについての株主意思の確認を行
い、当該株主意思確認総会の決議に従うものとします。

　詳細は、2017年５月12日付開示資料「当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針（買収防衛策）継続の件」をご参照ください。当該開示資
料は、当社のホームページ https://www.ojiholdings.co.jp/ir/news/ に掲載しております。

なお、2017年６月29日開催の定時株主総会において、本定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結時まで本方針を継続することについて、株主の皆様のご承認をいただいております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

〈適時開示体制の概要〉

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。

(1)決定事実の開示

　取締役会または経営会議規程に定める会議体において決定した事実については、証券取引所の規則に従って開示しております。

(2)発生事実の開示

　重要事実が発生した場合は、当該事実が発生したことを認識した担当取締役及び担当部署が、取締役会または経営会議規程に定める会議体

に報告を行い、証券取引所の規則に従い開示しております。また、その他緊急に開示を要する事実が発生した場合は、代表取締役が速やかに開
示の決定を行っております。

(3)決算に関する情報の開示

　決算に関する情報については、コーポレートガバナンス本部において決算財務数値を作成し、取締役会において承認し、開示しております。

(4)内部情報の管理

　役員及び従業員における内部情報の管理については、「グループ内部情報管理および内部者取引防止規程」を制定しており、これに基づき徹底
を図っております。



ホールディングス経営会議
グループ経営会議

株　　　　主　　　　総　　　　会

監査役会 取締役会 会計監査人

（監査法人）

監査役室

選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査

選定・解職・監督

重要案件の
付議・報告

指示・監督

指示・監督

報告

監査

選任・解任・不再任の決定
会計監査相当性の判断

監査

会計監査

報告

重要案件の
付議・報告

報告

報告

報告

指名委員会

報酬委員会

答申

コーポレートガバナンス本部

総務部 環境経営部

法務部 コンプライアンス部

管理部 広報ＩＲ室

安全部

内部監査部

代表取締役社長

グループ経営委員

カンパニー

グループ会社

その他事業会社


